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令和２年度「学長賞」／全５作

研修生最優秀レポート
Academy Report

市町村アカデミーの研修では、各自が問題意識を持って研修に臨み、講義で学んだことや、研修生との
意見交換で感じたことをもとに、自分の考え方などを文章にすることにより、研修成果をより向上させる
ことを目的として、レポートの提出を研修修了の要件としている科目があります。
提出されたレポートのうち、年間を通じて優秀と認められるものについては、「学長賞」として、例年

１月、市町村アカデミーにおいて表彰式を開催しているところですが、令和２年度受賞作の表彰式につい
ては、令和３年１月に市町村アカデミーが所在する千葉県に緊急事態宣言が発出されたことなどを踏まえ、
式典を延期していました。
その後、この宣言は解除されましたが、断続的な感染拡大が進む中、受賞者の皆さんにお集まりいただ

くことは難しいと判断し、表彰式を取りやめることとし、受賞者の方には各自治体の研修担当課を通じて、
表彰状と記念品（iPad）を贈呈させていただきました。
今回は25の研修、全1,600本のレポートの中から特に優秀と認められた５本が表彰されました。
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１　はじめに

北海道は、平成30年８月、平成29年度観光入込
客数が5,610万人と過去最高を記録したことを発
表＊１した。このように道全体の観光入込客数を
押し上げた背景には、全体の約85％（4,725万人）
を占める堅調な道内客に加え、道外客の旅行需要
の回復、そして、アジア圏との国際線の新規就
航・増便が追い風となり日本全体の9.4％に及ぶ
ほど急速に増加している外国人観光客の存在があ
る。現状、道内における外国人観光客数は全体の
５％（279万人）に過ぎないものの、北海道の観光
消費額１兆4,298億円＊２のうち、全体の25％の
3,705億円を外国人観光客が消費しており、人口
減少に伴って国内客は減少するため、その比率が
年々増大していくことは火を見るよりも明らかで、
外国人観光客は今後より一層欠かすことのできな
い観光需要と捉えることができる。一方、道内客
（宿泊旅行）の約2.5倍の単価を消費する道外客に
よる観光消費額は全体の30％の4,220億円を占め、
外国人観光客と合わせるとその過半を超えること
からも、ともに重要な観光需要であることには変
わりが無い。
本町は、北海道北部の日本海側、留萌振興局管
内＊３のほぼ中央に位置し、沖合いには天売島と
焼尻島の二つの島を有する人口6,993人の町であ
る。管内全体の観光入込客数は、北海道全体の
１％に満たず、いわば道内でも一、二を争う観光

客の少ない地域であるが、そのすべての市町村に
温泉宿泊施設を有し、海と山に囲まれていること
で多種多様な農水産物が生産され食糧自給が管内
で完結するほど観光資源に恵まれた、道内でも珍
しい地域といえる。そのなかでも、手つかずの自
然が残る離島を有し、水揚量日本一の甘エビなど
一際目立った特産品のある本町はより魅力のある
地域ということができるが、その本町が周辺と比
較してもとりわけ低調な年間８万5,000人ほどの
観光入込に留まっているのは、これまで旧来型の
団体送客やイベント集客に依存し、どんな人がど
のようにこの地を評価し観光していたのかという
ことに目を向け、それら関心やニーズを観光施策
にうまくつなげられていなかったことに起因して
いると推察される。また、そのことは、見せるだ
けのありきたりの観光では納得しない現在の旅行
形態に対応しきれていない現状を表しており、北
海道で増加する外国人観光客はもとより、身近な
国内観光客にも対応できていない現状にあること
をも意味している。
本町では、このような現状を打破するため、①
観光拠点が観光客の目的の候補となること、②観
光拠点で地域内の商品・産品を展開し地域内に波
及させること、③観光拠点から地域内の様々な事
業者へ観光客を誘導し地域を周遊させること、こ
れら３点を実現することを目的として、データの
収集・分析結果に基づき「観光で稼ぐ力」を伸ば
すための事業計画を策定する「北海道『稼ぐ観

この度は、このような「学長賞」という栄誉ある賞をいただいたこと、更には、当レポートの本誌への掲載
を通じ、全国の市町村職員の皆さんに当町を知っていただく機会を与えていただいたことに心より感謝申し上
げます。
現在は、新型コロナウイルス感染症の影響により、レポート作成当時とは全く異なる世情にありますが、ポ

ストコロナを見据え、研修で学んだ成果を生かし、今後も魅力ある地域づくりのため業務に励んでいきたいと
思います。

最優秀レポート「学長賞」を受賞して

本町における「稼ぐ観光」 
実現のための方策

北海道羽幌町商工観光課観光振興係長　富樫 潤

─研修生最優秀レポート─
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光』具体化調査実践モデル事業」に現在取り組ん
でいるところである。当該事業におけるデータを
活用し、観光マーケティングの考え方を用いなが
ら観光で稼ぐための方策を以下より検討していき
たい。

２　問題点・課題

平成30年春季及び夏季観光期に離島を含む本町
各観光施設において行ったEBPM基礎調査＊４に
よると、本町への来訪者の約70％は道内客で、次
いで道外客が約30％となっている。これは先に述
べた道全体の観光入込客数の割合に類似している
が、異なるのは外国人観光客が１％にも満たない
結果となっていることである。また、本町への観
光に対する期待度の上位は「自然景観」「食事」
「街並み景観」が、満足度の上位には「食事」「街
並み景観」「接客」があげられており、旅行の評
価（期待度に対し満足度が同程度又は上回った事
項）は満足度上位の３事項に「体験プログラム」
が加えられる。
一方、北海道が平成30年に行った国内客・外国
人客向け効果検証調査＊５においても、北海道観
光に対する期待度には「食事」「自然・街並み景
観」が上位に含まれ、それぞれ満足度は期待度を
上回る結果となっている。
これら調査結果を踏まえ本町における課題を以
下に整理する。
まず、「自然景観」は旅行者が北海道観光に期
待する重要事項といえる。それは自然景観で勝負
する離島を観光の柱に据える本町においても同様
に考えられるが、残念ながら観光客の期待に対す
る満足度は低い結果となっている。ただし、本調
査の「次回何をしたいか」との自由記載項目には
「離島に行きたい」「悪天候で離島に渡れなかっ
た」などが数多く見受けられること、離島観光へ
の否定的な記載が見つからないことからもその魅
力は健在で、「自然景観」を感じられる観光施設
に乏しい市街地への満足度の低さがこの結果に大
きく影響していると推察される。離島を訪れるこ
とができなかった、訪れてみたいと考える観光客
をいかにして実際の来訪につなげられるかが第１

の課題、そして離島の「自然景観」の代替になる
ような観光資源のない市街地においていかに観光
客の満足度を高めていけるかが第２の課題である。
次に、期待度、満足度ともに下位に沈んでいる
が、旅行に欠かせない要素として「お土産もの」
がある。本町での観光消費額単価における買い物
費は5,000円未満とした人が６割（０円は３割強）
を超えていることからも宿泊、飲食、交通等以外
に消費されていない現状にあることがわかる。一
方で「食事」は海に面した土地柄から甘エビに代
表する海産物への期待が高く、満足度も比較的高
い。「食事」いわゆる産品への高評価をいかにし
て「お土産もの」の消費へ結び付けていくか、こ
れが第３の課題と考える。

３　課題への対応策

それでは、本町が「稼ぐ観光」を実現するため
に以上の課題にどのように対応していくべきか検
討していきたい。
まず、第１の課題である離島へ来訪意向のある
者を実際の来訪につなげるための方策としては、
市街地道の駅に隣接する日本唯一の海鳥保護・研
究施設「北海道海鳥センター」に観光機能を付加
することがその一つと考える。当該施設は、希少
な海鳥が生息する天売島海鳥繁殖地を模した巨大
ジオラマや映像を通して海鳥の生態を学ぶことが
できるなど、従来から天売島へ渡る観光客が事前
に訪れる施設となっているが、前述の調査結果か
ら観光客の「自然景観」への満足度引き上げには
寄与していない、言い換えると観光客の欲求を満
たす施設となってはいない。それでは、天売島で
しか得られない感動を仮想体験できる仕掛けを当
該施設に施してはどうだろう。天売島の一番の観
光の売りは、約80万羽ともいわれる「ウトウ」と
いう海鳥の帰巣シーンを目の前で体感できること
だ。これは動物の行動展示で有名な「旭山動物
園」にもない国内では唯一無二の体験プログラム
といえるだろう。しかし、観察できるのは繁殖期
の６～７月の長くて２か月間ほど、それも悪天候
で航路が欠航した場合は島に渡ることすらできな
い。このように機会損失した観光客に対し、顔の
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すぐ横を飛び交う鳥たちの３Ｄ映像と豪快な羽の
音を再現したVR体験を提供するのである。更に
四季折々の島民の暮らしぶりが同装置を使って体
感できるとなお満足度は高まり、次は必ず現地で
本物をと強く動機づけられるのではないか。
次に、第２の課題である市街地における観光客
の満足度を高めるためには、地域資源を活用した
新たな体験プログラムを造成してはどうか。本町
の「街並み景観」の期待度・満足度が高いのは、
港町ならではの漁港風景をいつでも見られること
もその一因と推察される。それでは本町の「食」
を代表する甘エビの水揚げ風景を漁港で見学・体
験できるガイド付ツアーを造成してはどうだろう。
漁船内部や市場での仕分け作業を見学し、水揚げ
されたばかりの甘エビをその場で味わうことがで
きるサービスを観光客に提供するのだ。甘エビを
食べるという観光資源はこれまでもあったが、漁
港や水揚げは地域資源ではあっても観光資源とし
ては活用されてこなかった。本町の甘エビが日本
一の品質を誇るのはすべての漁船が統一したルー
ルのもと船上で殺菌装置や海水冷却装置を活用し
海水の温度管理を厳格に行っているためだという
ことはあまり知られていない。そんな産地のこだ
わりを「見える化」するツアーの造成は、観光客
に感動や共感を与えその後の購買動機へと、ある
いは消費者の本町への観光動機となり得るととも
に、「羽幌の甘エビ」を地域ブランドへと育てる
方策となると考える。また、産品の地域ブランド
化は第３の課題である「お土産もの」の低消費を
解決する手立てともなるだろう。

４　終わりに

本町の「稼ぐ観光」を実現していくためには、

以上の方策の実践に必要な機器の導入やガイドの
発掘など新たな環境整備が必要となるのはもちろ
んのこと、これまで関係が希薄であった観光と漁
業とを結びつけサービスを生み出すものであるた
め、行政をはじめ、観光関係者並びに漁業者それ
ぞれが必要性を理解し、協働し合う新たな関係性
を構築することが必要となる。そして、後者の
ハードルは決して低くはない。しかし、停滞した
観光動向にある本町にとっては、地域が結集し、
従来にない高い経験価値を与えられる観光サービ
スを創造し提供することでしか、今後益々厳しく
なる地域間競争のなかで顧客に選ばれる地域には
なり得ないと考える。地域の強み、弱みを理解し、
観光客のニーズを適切に捉えながら確実に地域の
「ファン」を増やしていくことが、観光によるま
ちづくりを実現していく近道となるのである。な
お、これらの方策は国内客に留まらず、外国人観
光客の受け入れに応用できることから、本町のイ
ンバウンド向け観光サービスとしても磨き上げ実
践していきたいと考えている。

＊１　出典：北海道経済部観光局「北海道観光入込客
数調査報告書（平成29年度）」

＊２　出典：北海道経済部観光局「第６回北海道観光
産業経済効果調査」

＊３　留萌振興局管内は、留萌市、増毛町、小平町、
苫前町、羽幌町、初山別村、遠別町、天塩町の８
市町村で構成されている。

＊４　出典：北海道経済部観光局「『稼ぐ観光』具体
化調査実践モデル事業EBPM基礎調査報告書【羽
幌町】」（第２四半期までの集計分）

＊５　出典：北海道経済部観光局「『稼ぐ観光』具体
化調査実践モデル事業委託効果検証報告書」（未
公表）
国内客向け効果検証調査…調査場所：小樽市
外国人観光客向け同調査…調査場所：新千歳空港
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１　はじめに 
～監査委員事務局に異動して～

４月に監査委員事務局に異動し、あっという間
に１か月が経過した。このひと月余り、私は「監
査」というものの輪郭をよく知りたいと思い、
ずっと目をこらしてきたつもりだが、結局クリア
に見えることはなかった。ただ、繰り返し引継書
を読み、法令や参考書に目を通すなかで、監査に
は、大きく２つのことを必要とされているという
ことが解った。
まずひとつめは、広い知識と多くの経験、そし
て、コミュニケーション力。
ふたつめは、書類上の些細な間違いを指摘する
という狭い視点とは真逆の、市をよりよいものに
導き、また働く職員を守るという大きな役割を果
たすべき広い視野である。
では、市をよりよくするための監査とは、どの
ような手法で実施すればいいのか、広い知識も多
くの経験もない自分に何ができるのかということ
を、現在の当市を取り巻く状況を整理しながら、
今回の研修で学んだことを踏まえて考えていきた
い。

２　現状整理～職員を取りまく現状～

（1）地方分権の推進による業務量の増加
住民に最も身近である基礎自治体に国や県の事
務事業を配分するとした権限移譲により、市町村

の事務量は地方分権以前に比べ大幅に増加してい
る。また、それに伴い関係法令や例規を把握した
うえで事業を自主的に実施しなければならないが、
多くの職員は目の前の仕事に追われ、業務時間内
に自己研鑽することは難しく、前例踏襲で仕事を
進めてしまう例もあるようだ。また、それをフォ
ローするためか、一職員を同一部署に長期在籍さ
せる傾向にあると感じる。私自身、同一部署に９
年間在籍した経験がある。しかし、これでは職員
が若いうちに、多くの部署で色々な経験を積む機
会を奪ってしまうという問題がある。
（2）復興事業の推進
当市では東日本大震災からの復興を最優先し、
復興計画策定のもと、被災エリアの嵩上げ、被災
者の住まいの再建、被災跡地の利活用とともに、
水産業の復旧・復興事業推進等ハード事業整備を
進めてきた。しかし、復興の進捗とともに事業の
ステージは変遷していると感じる。ハードの次は
ソフトである。復興に係る主要事業は、心のケア、
コミュニティの形成や維持など被災者に寄り添う
ものにシフトしつつある。復興事業は、職員が初
めて経験する事案が多く、一から仕組みを考えな
ければならないこと、またソフト事業については、
被災者が相手であり、丁寧に時間をかけて解消し
なければならない個別の案件が増えている。
（3）行財政改革への取組みとそれに伴う職員の減少
このように事務量が増える一方で、定員管理や
指定管理者制度の導入などによる行財政改革の推

この度は「学長賞」をいただき、大変光栄に存じます。喜びとともに、担当教授、講師の先生方、共に学
んだ同期の皆様、そして、快く研修へ送り出してくださった職場の皆さんに感謝の気持ちでいっぱいです。一
方、これに浮足立つことなく、今後も地道な仕事をしていかなければと身の引き締まる思いでおります。
「新しい監査」が求められる過渡期に研修に参加し、講義や、班での夜遅くまでの討論、情報交換により多
くの「気づき」をいただきました。少しずつではありますが、当市の監査に活かしております。レポートの講
評で、先生からいただいた言葉を胸に、原点を振り返りながら、目指す監査を実践していきたいです。

市のためになる監査、 
働く職員を守る監査を目指して

岩手県大船渡市監査委員事務局監査係長　山口 香央利

─研修生最優秀レポート─

最優秀レポート「学長賞」を受賞して
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進により、正規職員数は大幅に減少している。ま
た、職員への負担が増えているためか、早期退職
者が増加傾向にある。そして臨時職員や非常勤職
員については、人数は増えているが質の低下の問
題を抱えている。さらに窓口業務などについては、
民間委託などの可能性を抱え、今後、職場環境が
どのように変化していくのか、職員は不安を抱え
ているようだ。

このように現状を整理すると、市や職員の置か
れている状況は、余裕のない厳しいものであると
改めて感じる。市は住民に最も身近な存在として、
これまで以上に自立性が高く住民のニーズに応え
られる行政主体となることを求められているし、
職員も求められるニーズに応えるため、通常業務
のほかに個別の複雑な案件を抱えている。これは、
単なる業務量の増加だけが問題なのではなく、仕
事に高い質が求められているということであり、
一つの案件への所要時間も増えているということ
である。その一方で、正規職員数が減少している
ため、職員一人一人には大きな負担や責任がのし
かかっている。
職員は、ミスのない仕事をしたいと頑張ってい
るが、多忙ゆえに見識を深め、考察する時間を見
い出せない。忙しさは、職員間のコミュニケー
ション不足も生むことになり、雑談の中から仕事
を知っていくような雰囲気が失われたり、部下が
上司に報告・連絡・相談しない職場になることも
ある。そして、このようなコミュニケーションの
とれない忙しい職場には多くのリスクが潜むこと
となる。

３　研修から学んだことを活かして 
～監査委員事務局にできること～

さて、このようなリスクの影を感じながら、何
も対処せずに見過ごしてしまうことは、後で大き
な問題や事件に発展してしまう可能性があるとい
うことを心に留め、監査として何ができるのかを
考えていきたい。
私は、これまで監査の仕事が全国的に統一され
ていなかったということに非常に驚いた。しかし、

今正に「監査」は変化の過渡期であり、地方自治
法の改正により、各自治体は監査基準を定めて来
年度までに公表をしなければならないということ
を学び安堵したのである。もし自分が新しい仕事
を任されたとき、明確なルールが示されれば安心
して働くことができるであろう。反対に、ルール
も手順も明確化されていない場合はどうだろう？
誰しもが、自分が何か重大な遺漏をしてはいない
かと不安になるのではないだろうか。
（1）監査事務マニュアルの作成～担当者が代わっ
ても同じ質で仕事をするため～
今回、研修に参加し、多くの監査先進地の情報
を得ることができた。また、当市の監査がだいぶ
遅れていることも認識することができた。当市の
場合、まず監査委員事務局においては、監査事務
の業務マニュアルを整備しなくてはならない。定
期監査、決算審査、例月現金出納検査等、やらな
ければならない監査、審査、検査は多数あるが、
その全ては、まず監査計画を策定することからは
じまり、最終的には監査結果報告書を公表すると
いう一連の仕事の流れが決まっている。画一化で
きることは、マニュアル化できるということであ
る。誰が担当になっても同じ質で仕事ができるよ
うに事務の整理をすべきだ。関係法令等をまとめ
るとともに、計画や通知、結果報告書等の様式を
定め、それらの様式を含んだ一冊の業務マニュア
ルを作成したい。
（2）監査手法の整理～誰もが同じ目線で監査をす
るため～
また、業務マニュアルには、書類の事前調査時
に着目すべきリスクの整理をしたい。本研修では、
リスクアプローチによる監査について学ぶ機会が
あった。当市のような職員数の少ない監査委員事
務局において効率的及び効果的に監査を行うこと
のできる手法であると感じた。まずは、先進地の
静岡県富士市のリスク例を参考に実践し、当市独
自の着眼リスクを追加しながら根付かせてみたい。
（3）監査結果の公表方法の見直し～職員の誰もが
業務の参考にできるように～
それから、当市における監査結果の公表は、市
民に向けてはホームページ上で、職員用には業務
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用システム上の掲示板に掲示して行っている。し
かし、公表内容は、監査結果報告書をPDF化し
て添付しているだけである。このような公表のし
かたでは、せっかくの監査の内容が、職員にさえ
活用されないのではないかと懸念する。よりよい
監査を実現するためには、監査の指摘事項を組織
にフィードバックすることが必要ではないかと考
える。同じ誤りを繰り返さない、些末な事務処理
に迷う時間やミスを修正する時間をなくし、原課
が業務時間内に良い仕事ができれば、少しずつで
も時間外勤務が減っていくというようなプラスの
連鎖を生むのが良い監査ではないだろうか。より
よい組織になるためにと願いながら指摘すべき点
は指摘し、それを職員に還元したい。独立した機
関としての立場を守り、原課を牽制しつつも、職
員に寄り添い、守れるような監査でありたい。そ
のためにも指摘事項には、明確な処分基準を設け、
一定の処分に対する措置状況の確認を徹底し、そ
の状況を公表していきたい。
（4）理想は、「内部統制」の整備～よりよい市に
なるために～
また、今回の研修の大きなポイントは「内部統
制」であったと感じるが、当市の場合、内部統制
の整備は努力義務とされている。内部統制の整備
は首長の強い意志がなければ進まないだろうとい
うことであった。しかし、内部統制の整備は当市
の現状において、必要不可欠ではないかと感じた。
目の前の木を見るだけの仕事をしていては、職員
が疲労していくだけではないだろうか。新しいこ
とをはじめるのは原課の負担になるには違いない
が、先のことを広い森を眺めるような視点で考え

たときに、業務マニュアルや業務フローチャート、
手順書等により事務手続きの流れが可視化され、
リスクが整理されていれば、誰でも同じ質で仕事
ができる。また定期的に、特に新採用職員には繰
り返し、法令関係、財務関係の研修等を徹底して
行い、職員全員がスキルアップするとともに、公
務員としての倫理観を持つことが必要であり、こ
のようなことが自然と職員を守る組織づくりにな
るのだと感じる。監査としては、できるだけ総務
課や財政課等と情報を共有できる関係性を保ちな
がら、効果的なチェックが行えるような仕組みづ
くり（内部統制）をすべきだという提言をしてい
きたい。

４　おわりに～研修を終えて～

９日間の研修を終えて、私はこの１か月間ずっ
と知りたいと目をこらしてきた「監査」の輪郭が
見えたことを喜んでいる。そして、「良い監査を
したい」「新しいことに挑戦したい」という強い
気持ちに満ちている。
本研修において所属した課題演習班の発表にお
いてもまとめたところであるが、監査委員事務局
としてできることは、原課が納得できるような信
頼できる監査をすることだと考える。そして監査
結果を公表することで、住民には「大船渡市は信
頼できる」と思っていただけるようになるのでは
ないだろうか。また結果のフィードバックにより、
頑張っている原課の職員の仕事の負担を少しでも
軽減できるのではないだろうか。職場に戻り、市
のためになる監査、働く職員を守る積極的な監査
の実施を目指したい。
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１　はじめに

個人住民税の賦課業務は、課税資料の受付・精
査により、税額を決定し納税通知書を送付するこ
とが主であるが、時間と労力をかけ決定した税額
が納まるよう、納税義務者に働きかけることも重
要な業務であると考えている。個人住民税の徴収
方法は、納税義務者が直接納付する「普通徴収」
と、給与や公的年金からその税額を差し引く「特
別徴収」がある。普通徴収は、年税額を最大４回
の分割により納める制度である。一般的に、納税
義務者が市役所や金融機関に赴く必要があり、納
め忘れが起こりやすい。一方、給与からの特別徴
収は、事業主が所得税の源泉徴収と同じように、
従業員に代わり、毎月従業員に支払う給与から個
人住民税を引き去り、納入する制度である。普通
徴収と比べると、最大12回の分割で１回あたりの
負担額が少なく、給与から天引きするため、納税
義務者の納め忘れがなく確実な納入が期待できる。
実際に徴収率を比較すると、特別徴収は100％に
近い水準である一方、普通徴収は95％前後の水準
で推移しており＊１、個人住民税の滞納を未然に
防ぐ効果があるという点において、徹底化を図っ
ていきたい制度である。

２　横須賀市における特別徴収推進の現状

納税義務者及び特別徴収義務者は、特別徴収又
は普通徴収を任意に選択できるわけではなく、地

方税法上、給与所得に係る個人住民税の徴収方法
は特別徴収が原則となっている。そのため、本市
では、神奈川県及び県内市町村と連携して、県内
の事業主に対して個人住民税の特別徴収を推進す
る取組を行っている。平成28年度からは、原則、
すべての「給与の支払いをする際に所得税を徴収
して納付する義務がある」事業主を特別徴収義務
者として指定している。例外として、「給与の支
払いが不定期である」などの特別徴収が継続でき
ない理由に該当する限りにおいて、普通徴収切替
理由書の提出により、普通徴収を認めている。こ
うした中、特別徴収推進業務の上で問題が生じて
おり、主に次の二点が挙げられる。
一点目は、自己都合など正当な理由なく普通徴
収を選択する事業所があることに対応しきれない
ことである。例えば、eLTAX（地方税ポータル
システム）で提出された給与支払報告書（以下
「給報」という。）では、普通徴収切替理由書の添
付は不要とし、普通徴収フラグとあわせて、摘要
欄に該当する普通徴収理由の符号を入力するよう
に案内している。しかし、符号がなくても、普通
徴収フラグがあるものに関しては理由を確認する
作業は行っていない。本市でのeLTAXでの給報
提出率は年々増加し、平成31年度は全体比で約５
割となっており、対応が急務であるといえる。
二点目は、異動届の未提出が多いことである。
これにより、別の事業所への特別徴収に切り替え
ることができず、過誤納が生じる。また、納税通

この度は、学長賞をいただき大変光栄に思います。講義や、グループ演習のテーマを基にしたレポート作成
を通して、業務の課題にじっくりと向き合うことができ、貴重な経験になりました。研修環境を整えてくだ
さった市町村アカデミー職員・講師の方々、共に学んだ研修同期の皆様、研修へ送り出していただいた職場
の上司・同僚に心より感謝申し上げます。この受賞を励みに今後も自己研鑽を続け、業務に取り組みたいと思
います。

個人住民税の特別徴収の徹底化

神奈川県横須賀市税務部市民税課担当者　児玉 佳与

─研修生最優秀レポート─

最優秀レポート「学長賞」を受賞して
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知書の通知が遅れてしまうということも起こって
いる。
本レポートでは、今回の研修で得た他市町村の
実施例をもとに、これらの問題解決とさらなる特
別徴収の徹底化に向けて本市でできることを探っ
ていきたい。

３　特別徴収一斉指定の行き詰まり

特別徴収の推進の取組は神奈川県だけではなく、
全国的にも多くの市町村が平成28年前後に特別徴
収義務者の一斉指定に踏み込んでいる＊２。今回
の研修の中で、一斉指定を実施した他の市町村も、
特別徴収の徹底に行き詰っており、本市と同様の
問題を抱えていることが分かった。特別徴収の実
施率が上がったものの、約３年が経った現在、実
施率が停滞するとともに、滞納も増えているよう
である。その原因は以下の三点であると分析した。
一点目は、特別徴収に非協力的な事業所がある
ためである。これは、制度自体が難しく理解が得
られないことによる。また、制度の理解は得られ
ても、個人事業などで経理担当者がおらず、特別
徴収事務にまで手が回らないという場合や、シス
テム改修が必要といった、手段の不足により実施
できない場合がある。さらに、事業所側に特別徴
収事務を引き受けるメリットがないことも大きい。
事務量が増え、納入手数料負担といった手間と費
用がかかるようになるため、特別徴収に消極的と
なる。
二点目は、実務上の手続きの理解が難しいため
である。届出の書き方についての問い合わせが非
常に多く、事務の煩雑さによって、異動届の未提
出による意図しない滞納といった事態を招いてい
ると思われる。
三点目は、理由なく普通徴収を選択することで
ある。先に本市の問題でも挙げた、eLTAX給報
で普通徴収切替理由を入力せず普通徴収を選択す
ることができることはもちろん、市町村によって、
対応や様式が統一されていないことで、事業所に
誤解を与え、本来なら認められない理由でも容認
せざるをえない場合がある。
他市における対応策の実施例として、普通徴収

とする理由を個別に電話で聞き取る、また、新規
の事業所には滞納分の督促状を送付する前に納入
についての確認の電話をする、事業所ごとに現地
説明を行う、といった方法があるが、これらは、
市役所の業務量の増加を避けられない。ニーズの
多様化によりますます業務量が増加している中で、
このような方策を改めて導入することは現実的で
はない。限られた人数、時間の中で、どういった
対策ができるだろうか。

４　さらなる特別徴収徹底化への打開策

先に述べた問題の原因への対応策としては、特
別徴収に非協力的な事業所にインセンティブを与
える必要があると考えた。また、特別徴収義務者
指定後の運用面でのフォローが必要であると考え
た。それぞれの原因に対して、以下三点の打開策
を示す。
一点目は、特別徴収を実施することによる事業
所側のメリットを見出すことである。まずは、納
税者間の公平性を図るために特別徴収が義務化さ
れたという特別徴収の実施経緯と、従業員の納税
の負担が減ることを丁寧に説明し理解を得たい。
その上で、事業所にメリットのある制度を導入す
ることを提案したい。「市税納付推進協力事業所
制度」という方法がある。これは、本市と同じ中
核市である宇都宮市で昨年から実施されている制
度で、市が行う市税の納付意識の啓発や収納対策
に対し、市と連携して従業員に積極的な働きかけ
を行う事業所を登録する制度である。市役所は、
市ホームページ等で登録された事業所名等をＰＲ
し、市税の納付推進に関して、特に優れた取組を
行った事業所には、表彰を行うとともに、市ホー
ムページ等で取組事例などを紹介する＊３。
さらに「特別徴収事業所認定マーク」を新たに
創設することを提案したい。これは、特別徴収実
施事業所に市から認定を行い、事業所にその表示
を取り入れてもらうことを想定している。例えば、
厚生労働省が定めた一定の基準を満たす企業が認
証を受け、子育てに対して理解のある企業である
ことをアピールできる「くるみんマーク」のよう
な認定表示である＊４。この認定マークを、ハ
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ローワークなどの求人の場で、企業の宣伝として
利用してもらうのである。
この二つの制度を導入することで、労働環境の
整った企業であることをＰＲすることができ、事
業所イメージの向上につながり、雇用促進といっ
た事業所にとってのメリットになると考えた。
二点目は、届出様式の簡素化と、届出の記入例
の動画を市のホームページで公開することである。
特別徴収事務に不慣れな人にとって、各種様式は
わかりにくいものになっている。例えば、異動届
の実務で使用頻度の少ない欄を削除するなど、様
式を簡素化する余地はあるように思われる。また、
異動届の記入指導は、当初通知に同封する「特別
徴収の手引き」の記入例の案内にとどまっている
市町村がほとんどである。そこで、問い合わせの
多いパターンについて、記入順序もわかるように
ホームページにおいて動画で紹介することによっ
て、より分かりやすくすることができると考えた。
三点目は、安易に普通徴収を認めない処理基準
を市町村で統一し、毅然とした対応をすることで
ある。例えば、本市では、特別徴収が困難である
場合には、「特別徴収困難理由書」の提出により、
電算システムの改修等が必要であることを主な理
由として普通徴収にすることを認めている。困難
が解消される時期も併せて届け出てもらうが、現
実には、毎年何かしらの理由により、特別徴収困
難を主張する事業所が一定数あり、この理由書に
拘束力はない。そこで、千葉県で実施している例
から、「特別徴収実施困難届兼誓約書」を導入し、
一年間は猶予を与えるけれども、翌年は必ず実施
することを誓約させるという方法の導入も視野に
入れたい。また、eLTAX給報については、理由
選択の必須化により改善を図りたい。さらに、改
めて、市町村で統一した普通徴収切替理由書の提

出義務を周知することとしたい。
以上の三点によって、特別徴収事務における問
題の改善が見込め、その結果、特別徴収率・収納
率の向上につながると考えた。これらを実行する
ことで、本市での特別徴収をさらに推進していき
たい。

５　おわりに

公平・公正な個人住民税の賦課・徴収のために
日頃業務にあたっているが、その中心的役割を担
う、給与特別徴収の徹底化について、理解の浅
かった部分を掘り下げることができ、課題も可視
化されたように思う。今回の研修で知った他市町
村との様々な面での運用の違いを、本市での業務
改善に活かせればと思う。今後もさらなる適切で
効率的な賦課・徴収を目指していきたい。

＊１、２　平成30年３月総務省自治税務局市町村税課
「平成29年度個人住民税検討会報告書」
http://www.soumu.go.jp/main_content/000546137.
pdf　　P33、34参照
＊３　宇都宮市ホームページ「市税納付推進協力事業
所制度がスタートします」
https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/kurashi/
zeikin/tourokuseido/1016678.html
＊４　厚生労働省ホームページ「くるみんマーク・プ
ラチナくるみんマークについて」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/kodomo/shokuba_kosodate/kurumin/
index.html

○参考
総務省・全国地方税務協議会「個人住民税は特別徴
収で納めましょう」
（http://www.pref.kanagawa.jp/zei/kenzei/a001/
b003/documents/887980.pdf）
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１　はじめに

私は、現在保健センターに勤務し、保健師とし
て主に母子保健の担当をしている。保健師として
勤務する以前は、助産師として病院や大学で主に
周産期に関わっていたため、対象者の幅は狭く、
また関わる期間も限られた時期であることが多
かった。しかし、保健師となり対象の幅は広がり、
関わる期間も様々となった。
平成28年「児童福祉法等の一部を改正する法
律」において、母子保健法第22条の改正が行われ、
その中で「子育て世代包括支援センター」が規定
され、市町村が設置することが努力義務とされた。
愛西市でも、平成29年６月から保健センターに母
子保健型、児童福祉課に基本型を設置し、妊娠期
から切れ目ない子育て支援ができるよう協働しな
がら体制整備を行ってきた。様々な事業を見直し、
計画していく中で、事業を保健師だけで運営する
には限界があることを感じ、愛西市では養育支援
訪問員や母子保健推進員として、地域にある人材
を活用している。
しかし、超高齢社会を迎え、さらに今後の人口
動態の急速な変化、ライフスタイルや社会経済の
変化の中、育児不安や育児困難、虐待などの問題
を抱える支援すべきハイリスクケースは増加して
おり、その支援期間も長くなっている。そのため、
これらのケースに対応するマンパワーが不足して
いる現状を感じている。

そこで、効率的で効果的な地域での母子保健活
動について検討することをテーマとした。

２　母子保健活動における現状と問題点

（１）保健師の分散配置による人員不足
保健師の人員配置は、保健センターだけでなく、
児童福祉課、保険年金課、地域包括支援センター
と多岐にわたる。そのため、母子保健部門である
保健センターの保健師の人員は減少する。その中
で、新任保健師は保健センターに配置し教育する
という方針もあり、若手ばかりが増え、ベテラン
から中堅層の人員が減少している傾向がある。そ
のため、新人教育と日々の事業運営等で支援すべ
きケースへの対応が追い付かない現状がある。
（２）継続支援を必要とする特定妊婦の増加
愛西市の過去５年間の母子健康手帳交付時の妊
婦の年齢を見ると、20歳未満と40歳以上の割合が
それぞれ年々高くなっている現状がある。若年妊
婦には、不安定な経済基盤、家族サポートの希薄
さ、精神的な未熟、またパートナーやパートナー
の親との関係性などが問題となりハイリスクとな
るケースが多い。また、高齢妊婦では、医学的に
ハイリスクとなるだけでなく、これまで築いてき
た社会からの孤立や思い通りにならない育児等か
らくるメンタルヘルスの不調や、ダブルケアの問
題等からハイリスクとなるケースも多い。そのた
め妊娠期から継続支援が必要となる特定妊婦が増
える。また、愛西市では勤労妊婦も年々増加し、

この度は、このような栄えある賞をいただき、ありがとうございました。
アカデミーでの研修を受講させていただいたことをきっかけに、そこで得た学びや経験を活かすこと、また

レポートに記したことを有言実行することが新たな目標に加わり、これまでの受動的な働き方から、自発的な
働き方に自分自身が変わった気がします。
保健師という職種は、限られた部署への配属が多いため、自身のこの変化が部署全体をより前向きにする

「新たな風」になれるよう今後も自己研鑽に努めたいです。

住民や他機関と協働した
母子保健活動について

愛知県愛西市健康福祉部健康推進課主任　神田 真愛

─研修生最優秀レポート─

最優秀レポート「学長賞」を受賞して
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平成29年度には６割を超えている。そのため、ハ
イリスクではあるものの平日日中は連絡が取りに
くいケースがあったり、またハイリスクとの認識
が希薄であることから連絡に応じてくれないケー
スも少なくない。多忙な日々の業務の中で、増加
する一方の対象者に頻繁に連絡を取ることは難し
い現状がある。

３　今後の母子保健活動に必要だと考え
ること

アクティブシニアとよばれる団塊の世代の方々
は、気力も体力も十分にあり、さらに豊かな知識
や経験を持ちながら、それを生かしきれず、退職
後の生活を送っているということがメディアでも
話題となっている。講義でも現在の高齢者は、10
～ 20年前と比較して加齢に伴う身体的機能変化
の「若返り」が見られており、特に65歳～ 74歳
の前期高齢者には心身の健康が保たれており、活
発な社会活動が可能な人が大多数を占めていると
報告されていた。私の周りにも元気なシニア世代
の方々が多く、フットワークも軽く、時間的にも
融通が利く方が多くいる。メディアからの情報で
は「退職したら何かやることが見つかると思って
いたが、いざとなると何をしてよいかわからな
い」、「地域で何か役割を持ちたいが一人ではどう
してよいかわからない」、といった声も多いとい
う情報もあり、退職後の生活の変化により家に籠
りっきりになることから高齢者のうつも問題と
なっている。
地域における子育て支援の担い手として、これ
ら団塊シニアの力を借り、人手不足を補ってはど
うか。ボランティアではなく、働いてもらった対
価として報酬を支払うことで、地域で働くことが
シニア世代の生きがいとなり、それがうつ予防に
もなる。また、わたしたち行政側もマンパワー不
足が解消されるため、双方にとってメリットとな
り、元気な地域づくりができ、さらに知識や経験
が豊富なシニア世代を保健事業に巻き込むことで、
若手保健師のみならず私たち中堅保健師も含めて
視野を広げてくれることが期待できる。
また、気持ちはあっても個人では活動しにくい

が、集団であれば活動しやすいとの声もあり、そ
のグループ作りができるのも地域で働くからこそ
だと考える。
それを実現するためには、それぞれのニーズを
お互いが把握することが大切であり、その際には
今回学んだファシリテーションの技術や行動変容
を促すような保健指導の知識が活用できると考え
る。
今回のファシリテーション技術の学びから、こ
れまでの住民に「お願いする」、「～してもらう」
ことばかりが先行していた自分の考え方を見直す
必要性を感じた。住民を動かすには、その地域に
住む住民のニーズを把握し、活かすことが大前提
にある。しかし、理想を述べるだけでその手段を
うまくとってこれなかった。今後は、地域に足を
運び、ファシリテーションの技法を上手く用い、
住民が意見を述べやすいように環境を整えていく
ことで、住民が参加したいと思えるような取組を
共に考え、地域に眠っていた人材をスムーズに巻
き込むことができると考える。
もうひとつ、私が考える必要な母子保健活動と
して、学校教育との連携がある。
先に挙げたように、若年妊婦や高齢妊婦による
ハイリスクケースが増加している。果たして、そ
れらは本人の希望によってそのような現状になっ
ているのだろうか。
愛西市では、市内全中学校の２年生を対象に

「いのちの授業」を行っている。この事業では、
保健センターと学校の養護教諭が連携して授業を
運営しており、そこに地域に住む子育て中の親と
その赤ちゃんに協力してもらい、生徒たちにいの
ちの大切さや子育てをしている親の気持ちを知っ
てもらい、さらに子どもたちが将来、親になるこ
とを考える機会となることを目標にしている。現
在、まだ踏み込めていないところではあるが、今
後は妊孕性についても子どもたちが知識を持つこ
とが必要であると考える。
親になるためには男女ともに健康な体を持つこ
とが大切である。そのためには、自分自身の健康
づくりについて関心を持ち実践できる力が必要で
あり、これがハイリスク家庭を増やさないことに
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つながると考える。
子どもたちが知りたいことは何か、また学校
側・地域の保健部門は、何を伝えたいのかを明ら
かにすることで、子どもたちが関心を持てるよう
な、またその時期に必要な知識を提供することが、
次世代を担う子どもたちの健康づくりに役立てる
ことにつながると考える。やはり、ここでもそれ
ぞれが対話を通してニーズを把握したり、また、
それを実現させるには他機関との連携を密にし、
現状に合った教育内容を検討する必要があると考
える。

４　おわりに

地域での子育て支援は、子育て家庭にだけ働き
かけるのではなく、地域全体の問題として取り組
んでいく必要がある。
しかし、現状としては、それぞれのニーズが十
分把握できていないと考える。地域住民全体が意
識的に子育て家庭に関わり、子育て家庭が地域で

孤立することなく支援が得られやすくなることに
より、子育てしやすい環境が整い、子どもの健や
かな成長発達につながる。また、支援する側の地
域住民も役割を担うことが生きがいとなり、心身
ともに健康でいられるため、地域全体が元気でい
られるようになると考える。また、それには各関
係機関や団体が「地域を育てる」という同じ方向
を向いて協働することが大切であり、私たち行政
側は、それをつなぐシステムを構築する役割を担
うこととなる。
現状だけでなく、将来を見据えた人口動態や医
療・介護等の社会制度の変容にも目を向けながら、
その中で、支援を受ける側の子育て家庭や支援す
る側の住民の意見をきく機会を持ち、その際には
今回学んだファシリテーションの技術や行動変容
を促せるような技術を生かしながら、具体的施策
に結び付けられるよう地域を育てるコーディネー
ターの役割をしてきたい。
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１　はじめに

少子高齢に拍車がかかり、今後、一層右肩下が
りになることが予測される中、人材育成の充実こ
そが自治体を持続発展させると言われている。そ
こで、岡山市の人材育成を取り巻く現状を述べ、
自分なりに将来予測をする。そこから問題と課題
を見出し、課題解決に向けてどのように人材育成
を行っていくべきか具体的な対応策を考察してい
く。

２　岡山市の人材育成の現状と将来予測

（１）　現状
岡山市の人材育成ビジョンでは、全階層に政策
形成能力、課題解決能力が必要とされている。こ
れらの能力向上を必要としている一方で、政策立
案研修をはじめ、課題研修は全般的に敬遠されが
ちで、研修生の数は伸び悩んでいる。＊１

研修直後の満足度は高いものの＊２、約３か月
後のフォローアップアンケートなどから研修後、
職場での行動変容までには至っていないケースが
見受けられる。
研修は職務であり、所属長命令で研修するにも
かかわらず、部下への所属長からの動機付けが少
ない。＊３

上記の現状から、研修が自己のみで完結してし
まっているため、行動変容まで至らず研修効果が
出ていないということが言えるのではないか。こ

のまま停滞状態が続けば、研修を避けるあまり、
外部からの刺激や情報共有の機会が少なくなり、
行動変容にも至らないため、仕事も思い通りに進
まないという悪循環に陥ってしまうのではないだ
ろうか。
（２）　将来予測（概ね10年以内）
自治体経営資源のうち、ヒトは生産性の向上で
大きくすることができる唯一の資源である。組織
力を最大限に発揮させるため、人材育成部門は、
OJT・Off-JTの推進について、一層積極的に取り
組むことが必要となる。職員数が減少するからこ
そ、岡山市職員だけですべて行うのではなく、近
隣自治体との資源の共有化や、パートナーとして
の市民との協働がより多くなると予想する。
今までは、職員自身の経験や、上司・先輩から
の指導をもとに、業務を遂行することができてい
た。しかしながら、今後は市民ニーズの多様化・
複雑化により、職員の経験だけでは対応できない
事象も増えるのではないだろうか。
岡山市でも働き方改革が進むだろう。2026年度
完成予定の岡山市新庁舎も効率化を推し進める。
ハード面の整備は、ソフト面の充実を後押しする。
多様な雇用形態・柔軟な勤務形態は、職員のニー
ズにマッチし、モチベーションを向上させる一方
で、人材育成の側面から見れば、時間的な制約や
多様な意見を持った部下が増え、指導に悩む管理
監督者も増えると予想する。
上記の将来予測から想定される、経験則だけで

この度は、栄えある学長賞に選出いただき感謝申し上げます。コロナ禍にあっても、安全安心な研修環境
実現のため、ご尽力いただいた職員や講師の皆様方に重ねて感謝申し上げます。全国から集まった研修生と
学んだ９日間は、大変刺激的で私自身を大きく成長させてくれました。この成長の喜びを他の職員にも感じて
もらえるよう、アカデミー受講を勧めるとともに、私自身も環境の変化を機微に感じ取り、今後も学び続けた
いと思います。

人材育成を好循環へ
シフトさせるために

岡山県岡山市総務局人事部人事課人材育成室人材育成担当係長　岸本 浩

─研修生最優秀レポート─

最優秀レポート「学長賞」を受賞して
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は対応できない時代の到来で、外部から情報を得
ようとする動きが活発になると考える。職員数の
減少で、人と人のつながりもより重視されるだろ
う。現状の研修に対するネガティブな思考を改善
できれば、知識、情報を得ようと研修生が増える
ため、研修後の行動変容で職場環境を変える職員
も増えるだろう。学びの成果を体感した職員は、
さらなる研修効果を得たいがために、他の研修へ
行くという好循環となりそうである。

３　問題と課題について

岡山市の人材育成の現状と将来の予測から、問
題と課題を挙げ、問題解消に向け現状の停滞感を
将来の好循環へシフトできる具体的な対応策を探
る。
研修がネガティブなものと思われている原因は、
研修を受けることが目的となり、行動変容に移せ
ない、だから学ぶことを避けてしまうことにある。
これが悪循環の根本の問題だと考える。この問題
を解消できれば、将来起こるであろう職員の研修
渇望にも応えられる好循環になるだろう。
この問題解消のための人材育成部門が取り組む
べき課題は、研修内容を職場で活用することが、
いかに気持ち良く仕事することにつながるかの認
識を、職員に対して持たせるとともに、その支援
をすることであろう。その具体的な対応策を以下
に述べる。

４　具体的な対応策

行動変容を起こし、好循環へシフトさせるため
の対応策を大きく３点挙げる。
（１）　所属を巻き込むツールの作成
研修で学んだことを職場で実践するには、職場
での理解と共有が必要である。そのための人材育
成部門の対応策として、①事前課題&リフレク
ションシート、②研修報告書の２つを作成する。
①事前課題&リフレクションシート
研修前の目標、研修後の変化、一か月後の振り
返りを１シートにする。その都度、上司からの応
援メッセージを記載してもらう。研修前、研修後、
一か月後の振り返りまでを上司と共有することで、

研修生が職場を代表して研修へ行くという意識が
芽生え、高い意欲をもって臨めると考える。実際、
上司のコメント欄を設けた事前課題がある研修は、
多くの研修性が「上司からの動機付けがあった」
と回答している。＊３

また上司としても、多様な職員の育成を自身だ
けで担うのではなく、積極的に研修させることで
負担軽減にもなるし、部下の人材育成に積極的に
関与できるシートである。上司は、忙しいからこ
そ、このシートを介して研修生の思いをくみ取り、
研修内容を職場で共有し、研修生の行動変容を後
押ししてほしい。
②研修報告書
研修結果を報告するフォーマットを作成する。
研修生が各自自由な様式で報告する負担の軽減、
テキストだけを回覧するといった消極的な報告や、
報告忘れを防ぐために活用してもらう。これで研
修後の負担軽減と情報共有がしやすくなるだろう。
（２）　研修周知方法の見直し
①情報誌の工夫
毎月人材育成部門が情報誌を作成し、庁内イン
トラネットで研修の様子を伝えている。約3,000
名の職員が毎回閲覧するが、現在の内容は、終
わった研修の事後報告が中心である。これをこれ
から募集する研修の記事（昨年度の研修の様子や
研修生アンケート）に変更し、これからの研修を
見える化する。私と同じように、グループワーク
に不安を覚え、二の足を踏んでいる職員の不安解
消に一役買うのではないか。
②研修の年間計画の定期周知
現在は年間の研修日程は、年度当初のみ周知し
ており、情報誌には２か月先の研修予定しか掲載
していない。そこで毎月の情報誌に年間計画も添
付する。また庁舎内にも掲示し、頻繁に目にする
機会を提供する。こういった周知で、研修を非日
常から日常に浸透させることができれば、「あの
研修終わったの？行きたかったのに」という悲劇
を減らすことができるのではないか。
（３）�　上記の具体策を実施するための人材育成担

当の姿勢
上記の２つの具体策実施の前提として、人材育
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成担当者には、今以上に真摯に現場のニーズを聴
く姿勢、その声に対応するための研修企画力が必
要となる。職員にとっては一生に一度きりの研修
である。研修目的を今以上に職員に理解してもら
い、些細なことも改善し、職員に気持ち良く研修
してもらわなければならない。また、所属長への
働きかけも行っていかなければならない。
私は、今まで前例踏襲で研修の運営にばかり気
を取られていた。これからは、研修企画も意識し
業務を進めたい。そのためには運営事務の見直し
も必要である。研修の前後で変化を感じられる成
長の喜びを提供しなければならない。
私は研修が嫌いであった。異動直後は、よくも
まあこんな職員を人材育成部門に送り込んだと
思ったものだ。しかし、そんな私だからこそ、研
修に消極的な職員に寄り添った研修が提供できる
のではないかと意識を変え、行動している。例え
ば研修の前説で少しでも前向きに研修してもらえ
るよう、自身の思いを話している。その瞬間、研
修生の顔があがり、聴きはじめる瞬間がとても心
地よい。これも研修後の行動変容の一助となって
くれればと願っている。今後も前向きに人材育成
に取り組みたい。

５　対応策実施の効果

人材育成担当主導で、所属を巻き込み、研修内
容を職場に持ち帰って活用させる流れを作る。こ
のことで職員は新たな気づきを得、自己の成長を
感じながら業務に励める。知識を得て活用できる
喜びを知った職員は、さらに学ぼうとする。部下
の教えを請う姿勢は、上司の教えてやりたいとい
う思いを増幅させる。OJTを推進するにあたって
も、その前向きに学ぶ姿勢は好循環を生むだろう。
人材育成部門で、あの手この手の取り組みを実
施し、研修を日常に浸透させていく。研修は役立
つという最初のボタンをうまくはめてもらえれば、
知識を共有してチームとして機能する組織となり、
教え教わり、皆で成長する組織風土が醸成されて
いくだろう。

６　最後に

人材育成部門は、直接住民福祉の向上に寄与す
ることはまずない。しかしながら、研修を通して
岡山市職員のパフォーマンスをあげ、職場の風通
しを良くすることで、職員の笑顔が増える。その
笑顔は市民へもきっと伝播する。人材育成は、多
くの市民へ笑顔を波及させることができる、とい
うやりがいを意識して業務にあたりたい。
「市民を上っ面でなく、心から笑わせてあげら
れるのは市の職員しかいない」。これは私が20年
前に採用面接で述べた志望動機である。研修嫌い
の私が、前向きに仕事を出来ているのはここにも
理由があるのかもしれない。
私が、人材育成部門に在籍するのはこの先長く
はないだろう。しかし、異動したら終わりではな
く、人材育成に熱くなれたからこそ持てた想いを
大切に、周囲から教えてもらう姿勢を大切にし、
部下の研修も勧め、研修効果が職場で広がりを見
せるよう人材育成のサポーターとして働きかけた
い。
今回の研修で、全国から集まった仲間との情報
共有は大変有意義であった。私が何気なくやって
いたことを大いに褒められ嬉しくなったとともに、
真似したいと思う取り組みも多くあった。ここで
得た仲間に負けないよう励まし合い、時に競い合
いながら人材育成にあたりたい。まずは今回のア
カデミーで学んだことを持ち帰り、どう行動変容
するかが、私ができる直近の貢献であることは言
うまでもない。

＊１　平成30年度、令和元年度に実施した課題研修
で、定員を超えた研修はない。
＊２　平成30年度に実施した課題研修（13研修、受講
者486人）直後のアンケートで、「研修が有意義だっ
た」と回答した割合は94.3%。
＊３　令和元年度に実施した階層別研修及び課題研修
（19研修、受講者736人）で、「上司から動機付けが
あった」と回答した割合は39.1%（事前課題に上司
の記載欄がある２研修を除く。記載欄がある２研修
（215人）については69.3%）。
　　平成30年度実施の23研修の研修後アンケートにお
いて、「上司から事前に動機付けがあった」と回答
した数が過半数を超えた研修は３研修。


